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 ２点目は別の制度や社会経済情勢の変化（外部要因）の影響を考慮できてい

ない点である。本稿の分析は全て、時系列や現状のデータをグラフ等で可視化

する記述的な分析で行っている。一方で、年収90万円から103万円の間には、個

人住民税均等割、個人住民税所得割、配偶者（特別）控除と「年収の壁」にな

り得る制度が複数存在する。今回、103万円の壁や103万円意識層として分析し

たデータの中には別の年収の壁を意識した者や、全く年収の壁を意識せずに、

たまたまその年収層にいた者も含まれている可能性がある。また、時系列分析

では、制度の変更以外にも社会経済情勢の変化による影響も存在する（ただし、

共働き夫婦における夫に関する分析や独身女性に関する分析、先行研究も踏ま

えれば、103万円の壁は存在していると考えられる）。一方、こうした外部要因

を排してより厳密な分析をするためには、年収のほかに、就業調整の有無及び

調整に当たり意識している税制などを問う設問や、社会経済情勢に関するデー

タを分析に組み込むことが必要となる。 

 

（内線 75344） 
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現在の我が国では、持続的な賃上げの実現が課題となっているが、中小企業について

は、一般的に大企業と比べて経営体力が弱く、今後も賃上げを継続する余力が残されて

いるのかどうか懸念されるところもある。本コラムでは、この点について、経済・経営

指標などを参照しながら考えることとしたい。 
 

（2024年春闘の結果等） 

連合（日本労働組合総連合会）のまとめによると、2024年春闘の賃上げ率は平均で

5.10％と、1991年以来33年ぶりの５％超えとなった。図表１は賃上げ率について企業規

模別の推移を示したものであるが、これを見ると、「300人未満」の企業でも2024年の賃

上げ率は４％を超え、賃上げの動きが中小企業にも浸透していることがうかがえる。た

だ、日銀の調査（「地域の中堅・中小企

業における賃金動向」（2024.7.12））に

よると、賃上げの動きが広がる中で、人

材確保・係留を優先し、業績改善や賃上

げ原資の確保が十分でない中でも「防衛

的」に賃上げを実施する企業も見られる

旨の指摘があり、実際のところは、無理

をして賃上げを行った企業が相当数に

上ることも考えられよう。 

また、2024年度の最低賃金の改定では、

都道府県の地域別最低賃金は全国平均

で51円増の1,055円となり、こうしたこ

とも経営体力の弱い中小企業にとっては更なる負担となることが考えられる。なお、従

業員の退職や採用難、人件費高騰などを原因とする人手不足倒産の件数は、帝国データ

バンクの調査によれば、2024年度上半期（4-9月）で163件と、過去最多を更新した2023

年度を更に上回る記録的なペースで増加しているという。 
 

（経済・経営指標から見る中小企業の賃上げ余力） 

そこで、中小企業の賃上げ余力について、紙幅の関係もあるため、労働分配率と売上

高経常利益率という２つの指標から見ることとしたい。労働分配率とは、付加価値のう

（出所）連合ＨＰ（https://www.jtuc-rengo.or.jp/act

ivity/roudou/shuntou/chinage.html）より作成 

図表１ 春闘の賃上げ率の推移 
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ちどの程度が賃金等として労働者に分配されたかを示す指標であり、売上高経常利益率

とは、企業の経営活動における収益力の高さを示す指標である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図表２、図表３は、財務省「法人企業統計調査」から、労働分配率、売上高経常利益

率について、企業規模別にそれぞれの推移を示したものである。これを見ると、規模が

小さい企業では、そもそも労働分配率が高くなっていることが分かる。他方で、賃上げ

の原資を確保するために必要な企業の収益力、すなわち売上高経常利益率については、

規模が大きい企業に比べるとかなり低い水準で推移している。 
 

（中小企業の持続的な賃上げ実現を可能とする収益力向上のためのポイント） 

以上のことを踏まえると、中小企業が今後も賃上げを継続していくためには、中小企

業の収益力の向上が必要ということが一つ言えよう。そうした収益力向上のためのポイ

ントとして、本コラムでは次の３点を挙げることとしたい。 

まずは、かねてから指摘されているように、中小企業の生産性を高めていくことが必

要であろう。具体的には、革新的なイノベーションの創出だけではなく、日常的な業務

の効率化や省力化投資などの地道な努力を続けていくことも挙げられる。 

また、中小企業において、原材料費や労務費などの適切な価格転嫁が円滑に進むこと

も重要である。中小企業庁による中小企業を対象とした調査（「価格交渉促進月間（2024

年３月）フォローアップ調査」）によると、中小企業における発注企業に対するコスト増

加分の価格転嫁率は46.1％であり、コスト増加分を全く転嫁できなかった又は減額され

たとする中小企業は合わせて19.8％となっている。現状では、コストを思うように転嫁

できず厳しい状況にある中小企業も少なくないのではないかと推察される。 

さらには、公的な支援策の利用なども挙げられよう。支援策としては、例えば、賃上

げや生産性向上に関係する補助金や税制優遇措置のほか、上述の価格交渉・価格転嫁に

関する相談窓口など、様々なものが設けられている。中小企業がこれらの支援策の利用

も視野に入れながら収益力を向上させ、持続的な賃上げの実現につなげていくことがで

きるかどうか、今後の動向が注目されよう。 

（調査情報担当室 前田泰伸 内線75044） 

（注）労働分配率 ＝ 人件費 ÷ 付加価値 

（出所）財務省「法人企業統計調査」より作成 

図表２ 労働分配率の推移 
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（注）売上高経常利益率 ＝ 経常利益 ÷ 売上高 

（出所）財務省「法人企業統計調査」より作成 

図表３ 売上高経常利益率の推移 
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